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　これまで11回にわたり「日本
型人事のブレイクスルー」と題し
て，デロイト トーマツ コンサル
ティングの各コンサルタントが，
様々な観点から日本型人事に関す
る強みと課題，課題解決に向けた
施策について提言を行ってきた。
最終回では，これまでの各回を振
り返り本連載のまとめとしたい。

第1回： 
「日本型人事」の 
強さと限界

　日本型人事のこれまでの強みは
「正社員のコミュニティ内活用と
非正社員のフレキシブル活用によ
る組み合わせ（イイトコドリ）」
であると整理した。正社員コミュ
ニティ内におけるコミュニケーシ
ョンコストの低さや経営環境に合
わせた非正規社員の労働力調整が
その代表例であり，日本企業の安
定経営に貢献してきたといえる
が，今後，社会・企業内における
構造的な要員構造の変化により，
この強みが維持できなくなる可能
性があることを示唆した。社会的
な課題としては国民の高齢化と中
長期的な労働力人口の減少の進行

を背景に，シニア世代の活用増加
により定年制や年次管理を中心と
した正社員の安定的なマネジメン
トが崩れる可能性があり，非正規
社員の人材獲得競争が激化して労
働力調整の機能が損なわれる可能
性も高い。企業内の課題としては，
ワイングラス型・変形菱形といっ
たミドル層を中心とした要員構成
の歪みが，ミドル層自身の将来的
な不活性シニア化のみならず，そ
の下の世代の育成・活用へ悪影響
を及ぼし始めている。
　これら構造的な課題への対応と
して，オープンタレントマネジメ
ントと多様な人的資産の活用とい
う方向性を示唆した。

第2回： 
「シニア人材」を 
活かす仕組みとは

　日本全体の要員構造が高齢化し
ていることを踏まえ，特にシニア
層（60歳以上）の人材活用に焦点
を当てた。2055年には日本の人
口の 2人に 1人がシニアとなる世
の中において，シニア活用を考え
ることは不可避であるとしたうえ
で，現状よく見られるシニア層の

活用を，①専門性発揮型，②現業
継続型，③単純労働型，に整理し
た。現状では②と③が中心となる
が，②は新入社員の成長機会を奪
い，③はモチベーション毀損によ
る不活性シニア化を招く可能性が
あるといった課題を提示した。
　課題解決のためには，シニアの
ための「職域開発」が必要であり，
シニアならではの知見・経験を活
かした①既存業務掘り起し，効率
性の向上を企図した②外部委託業
務の内製化，地方や海外での活躍
を目指した③新規領域の開拓，さ
らには，それらをより統合的に加
速する方策として，シニア層コミ
ュニティの形成を提言した。

第3回： 
「ミドル層（バブル層）」の 

今とこれから

　主に大企業において過去に大量
採用があり，現在でも人員ボリュ
ームが多いミドル層の活用に焦点
を当てた。この層は10～15年後
にはシニア層に入るため，何もせ
ずにいると不活性シニアの増加リ
スクもある一方，将来の労働力減
少や優秀層の流出（特に国外企業
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への技術者流出）を踏まえると一
律的な人員削減もリスクが高いと
いうジレンマが課題であると整理
した。一方，ベンチャーや中小企
業では慢性的な人材不足が続いて
おり，それが日本におけるイノベ
ーション創出や事業継続の足かせ
にもなっている。
　そこで，国全体としての人材の
需給ギャップを解決することを企
図し，大企業のミドル層がベンチ
ャーや中小企業において活躍する
スキーム，すなわち，従来の“社
内使い回し型モデル”から“社内
外循環型モデル（オープンタレン
トマネジメント）”への人材活用
の考え方の転換が必要であると提
言した。その実現のための取り組
みとして，①人材の活用の場をオ
ープンにする（社外のベンチャー・
中小企業・NPO等の活用），②失
敗を恐れないチャレンジングな風
土を作る，③「自社の成長＝利益
の拡大」という視点だけではなく
「自社の成長＝社会・経済への貢
献により自社のレピュテーショ
ン・ブランド価値を高める」とい
う視点を持つ，という 3つの考え
方を提示した。

第4回： 
企業グループ人材マネジメント 

のあり方

　グループ経営におけるグループ
内の多様な人材の活用について，
グローバル企業との比較から考察

を試みた。これまでの日本企業に
おけるグループ経営は，親会社が
中心となることで強力なガバナン
スを敷き，求心力を高めて一体感
のある経営を実現してきており，
「社籍軸の人事管理」と「職能型
人事管理」による親会社・中核事
業会社を中心とした人材マネジメ
ントがそのベースとなってきた。
しかし，今後，労働力人口の減少
への対応や複雑化した経営課題に
対処できる多様な経験を積んだ人
材を確保するためには，子会社も
含めグループ内に保有する人材を
最大限活用することが課題である
と整理した。
　欧米のグローバル企業は各エン
ティティに閉じることなく全社に
裾野を広げて，そのなかから人材
を選抜・登用しており，社籍にこ
だわらずより大きな企業グループ
として広い範囲から人材を集める
ため，母集団自体が大きく優秀な
人材も集めやすい環境を構築でき
ている。日本企業が一気にそこへ
移行することは難しいが，グルー
プ各社から人材プールを持株会社
に集約してグループ内への配置を
行いやすくした事例や，グループ
各社社籍の区分にこだわらずグル
ープ内から広く優秀な人材を集
め，親会社で集中的に配置・育成
を行う事例など，新しいグループ
人材マネジメントのあり方を提言
した。

第5回： 
「女性活躍推進」の 
先に見えてくるものとは

　昨今高い関心を集めている女性
活用は「古くて新しい問題」であ
るとしたうえで，男女雇用機会均
等法施行以前から現在まで，女性
を取り巻く環境や施策の振り返り
を行った。これまで，女性総合職
採用・働きやすい環境の整備・男
女の意識改革など，課題は残しつ
つも施策は整備されている一方
で，女性管理職比率の伸びは芳し
くない。
　女性管理職層を政府目標である
2020年までに短期間で増やして
いくには，女性を「女性全体」と
して捉えるのではなく個人にフォ
ーカスすること，つまり，在籍す
る女性社員の階層・能力・経験値
を把握していき，個別に登用プラ
ンを立てていく必要があると整理
した。具体的には，サクセッショ
ンプランの明確化および，役員あ
るいは相応の力を持った管理職に
よる，昇進を目的とした育成手法
であるスポンサーシップの有効性
について，他社先行事例も含めて
提示した。さらに，女性版サクセ
ッションプランを機能させるため
には，現在の私生活への配慮や将
来のライフイベント予測が必要で
あり，「会社とライフの融合」を
進められるようなスポンサーと本
人との強固な人間関係の構築が求
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められると提言した。

第6回： 
現場力を強化する 
本社・人事部の役割

　少し視点を変え，日本企業の強
みである現場力の再強化について
考察した。グローバル競争を進め
るうえで，現場の遂行力・改善力
のみならず，中長期の変化を見据
えて先んじて手を打つ力である
「変化対応力」が成否を分ける局
面となってきている。しかしなが
ら本社が立案する戦略・方針を現
場に浸透させるためのコミュニケ
ーションがうまく機能していない
ことが課題であると整理した。そ
の原因として，①現場に方針を受
け取る余力がない，②本社方針が
現場実態を踏まえ切れていない，
③方針を落とし込むプロセスが十
分でない，などの理由が想定され
る。
　コミュニケーションを強化する
ためには，現場の負荷軽減・現場
ミドルマネジメント強化に加え，
人事部門が主導するべき「人事ビ
ジネスパートナーの新たな役割設
置」が効果的であることについて，
他社事例も含めて提言した。

第7回： 
障がい者の活用を通じた 

企業価値の向上

　ダイバーシティにおいて女性活
用と並んで重要度が高まっている

障がい者に焦点を当てた。特に知
的障がい者については，雇用が増
加しているとともに平成28年 4
月 1日施行の改正障害者雇用促進
法により今後さらに注目度が高ま
ると想定されることから，その雇
用・活用の仕方を通した企業価値
の向上について考察した。知的障
がい者は，身体障がい者と比して
障がいが分かりにくいが，仕事の
種類によっては障がい者のほうが
より高いアウトプットを出せるケ
ースが存在し，企業側が戦力とし
て活用するという意識をより強く
持つことが課題であると整理し
た。
　また，戦力化に向けた採用と育
成の具体的なポイントを提示した
うえで，障がい者雇用を通じた企
業価値向上の姿として，①障がい
者が働きやすい雇用を継続的に実
現しうる企業は，あらゆる従業員
の強み・弱みをマネジメント可能
な企業に変貌する可能性があるこ
と，②障がい者雇用率を基準に取
引先を選択する，入社したい会社
として選択されるというように，
障がい者雇用を通じた企業価値の
向上を社会全体のルール形成につ
なげられる可能性があること，③
社内での多様性の配慮がサポート
し合う環境を作ることにより，そ
れが顧客へのサポートに拡大して
いく可能性もあること，の 3つを
提示した。

第8回： 
デジタル時代の 
人材マネジメント

　これまで（シニア，ミドル，女
性，障がい者等）とは異なる切り
口として「デジタルネイティブ」
を扱った。テクノロジーを用いた
事業展開が急速に進んでいるな
か，デジタルテクノロジーへの深
い理解に基づいて，ビジネスにイ
ノベーションを起こすことのでき
る人材の候補が「デジタルネイテ
ィブ」である。生まれた頃からパ
ソコンやインターネットが身近に
あり，SNS等を介したコミュニ
ケーションに親しんできた世代で
あり，やりがい重視で仕事に個性
や社会性を求める等の価値観を見
ると，日本企業で主流となってい
る大量の従業員を集合的・画一的
に扱う人事管理にハメることは容
易ではなく，個々人が活躍するた
めの仕組みやその仕組みが効果的
に動くための土壌作りが喫緊の課
題であると整理した。
　新たな人材マネジメントの方策
について，弊社グループのデロイ
トデジタルも含めた事例を交えな
がら，採用においてはSNSにお
けるブランディング，やりがい・
社会性重視という特性を考慮した
メッセージ発信，また，能力開発
や働き方においては志向に沿った
専門的なスキル獲得・向上の機会
提供，職場でのヨコ・ナナメでの
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関係作り，働く時間と場所の柔軟
な選択等の施策を提示した。また，
評価・退職抑制においては，日常
的な成果や能力の改善に関する意
見交換を行うチェックイン式フィ
ードバックやオフィス環境も含め
たコミュニケーションの場作りが
重要であると提示した。

第9回： 
変革期を迎えた 

日本型労務管理の今後

　海外進出・グローバル化の進展
に伴い転換期を迎えている日本企
業の労務管理に焦点を当てた。日
本型労務管理の強みは，労使協調
路線等を通じた安定的な従業員コ
ミュニケーションを前提とし，労
働者や労働環境・就業条件等をき
め細かく，かつ丁寧に管理するこ
とを通じて労務リスクを最小化す
ることであり，商品やサービスレ
ベルの品質維持・向上にもつなが
るものであると整理した。しかし，
海外拠点の現地化推進により拠点
の状況がブラックボックス化して
深刻な状況になるまで変化に気づ
けない事態も想定されるととも
に，日本型労務管理の手法やノウ
ハウを現地プロパー従業員に十分
に委譲しきれず，労務管理上の抑
止がきかなくなる恐れも発生して
いる。
　具体的な施策としては，ガバナ
ンス強化・様々な情報ソースを通
じた見える化・労務管理ノウハウ

の明文化など，労務担当者の属人
的な経験やノウハウに依存するの
ではなく，特定の海外拠点での有
事発生に個別対応するのではな
く，仕組みで管理し高度に標準化
された危機対応をとっていくこと
が今後の潮流となっていくのでは
ないかと提言した。さらに，従業
員の区分・ニーズが多様化するな
かで，労務担当者の多様化も同時
に進めることが望ましいと提示し
た。

第10回： 
古くて新しい課題 
「リーダー育成」

　デロイトが実施しているサーベ
イ『グローバルヒューマンキャピ
タルトレンド2015』において，
重要度がトップ（にもかかわらず
対応度が不十分）という結果にな
っているリーダー育成について考
察した。リーダーに求められる資
質やコミュニケーション技術は時
代に応じて変遷しており，特にこ
れからの日本企業の経営テーマ
は，コアコンピタンスへの集中や
効率化から，イノベーションや新
たな価値の創造といった未来志向
の活動へシフトしているなかで，
育成という観点からは人事部門は
その変化に対して課題意識は持ち
ながらも十分に対応できていない
と思われる。
　今後，リーダー育成において人
事が取り組むべき主な課題は，①

リーダーとフォロワーの関係が，
従来の上下関係から「感性」や「思
い」といった感情面を共有しお互
いに影響を与え合う関係に変わっ
たことに対して，テクノロジー活
用や情報発信力の育成を含むリー
ダーの能力開発の仕組みをどのよ
うに構築するか，②将来を嘱望さ
れるリーダーを自組織内に閉じ込
めすぎず，リーダーの視野を広げ
るための「行動」や「外部ネット
ワーク」といったキーワードを含
む仕組みをどのように構築する
か，③「思想」「志」「人間力」と
いった，論理性やMBA的スキル
とは異なり極めて個人的な「感性」
や「思い」の世界へどのように立
ち入っていくのか，の 3つである
と整理した。

第11回： 
「複業」の拡大による 
労働力確保の可能性

　これまでほとんど議論されてこ
なかった複業（仕事に正・副を設
けないという考えから「複業」と
記載）に焦点を当てた。日本企業
においては，労働力減少への対応
という量の観点のみならず，グロ
ーバル化やテクノロジーの進展に
よってビジネス環境の急激な変化
により，必要とされる役割や能力・
スキルのミスマッチが加速するリ
スクがある。質の面の要請から，
人材を柔軟に組み替えていくこと
が課題となっており，その解決策
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の 1つとなりうるのが，近年トレ
ンドとなりつつある複業であると
整理した。
　先進事例では専業禁止をうたう
企業も出ており，個人の側からも
複業に対して肯定的な風潮が見ら
れること，また，複業禁止は無効
という見解もある一方で，労務管
理上あるいは機密管理上の理由か
ら禁止としている企業も多く，こ
れらをどのように解決していくか
が課題であると整理した。課題解
決策として，①対象者・対象業務
の設定（一定の経験年数以上な
ど），②線引きルールの明確化（申
請制度など），③複業容認カルチ
ャーの醸成，④情報漏えいを未然
に防ぐ仕組みの整備（VDIなど）
など，現実的な施策を提示した。

連載のまとめ

　本連載を振り返ると，日本型人
事は人材の量の面だけでなく質の
面でも変革を迫られていると感じ
る。人材の量という観点からは，
本連載の中でも何度も言及してい
る通り，中長期的な労働力減少へ
どのように対処していくかが大き
な課題である。出生率をいきなり
高めることは難しいため，シニア，
女性，障がい者など，これまで企
業が十分に活用できなかった人材
の活用を進める必要がある。ある
いは，外国人の活用についても今
後さらに議論になるであろう。
　一方，見逃せないのが，人材の

質の観点である。日本がGDPを
維持していくには，従来の産業・
事業のみならずイノベーションを
活性化させていく必要がある。第
10回（古くて新しい課題「リー
ダー育成」）においても触れてい
るように，これまでの効率化重視
の経営から，社会とのつながりを
踏まえたイノベーションや新たな
価値の創造を重視する経営へと力
点が変わってきている。この実現
のためには，企業内に人材や価値
観の多様性を持たせることがポイ
ントである。シニア，女性，障が
い者などが持つ様々な価値観を企
業活動に取り込んでいくだけでな
く，企業グループ内における子会
社・関連会社の人的資産（海外子
会社におけるナショナルスタッフ
も含む）を組織の壁を越えてこれ
まで以上に活用したり，デジタル
ネイティブと呼ばれる若手人材群
の活用を推進したりすることが求
められる。さらに，イノベーショ
ンを生み出すには，自社内だけで
なく，外部（大企業，中小企業，
ベンチャー，NPO等）との連携・
協働を進め，オープンイノベーシ
ョンを加速させる必要があるだろ

う。多様化を進めるには，人材が
出合い・共に刺激を与え合うよう，
個社の部門間，企業グループ内，
企業・組織間の人材流動性を高め
ていくことが不可欠と考える。
　また，多様化や流動化が普通と
なる組織をまとめていくために
は，高い志を語り共感によって人
を惹きつけるリーダーシップが求
められるであろう。さらに将来的
には，人工知能，ビッグデータの
進展により人材が活躍する領域そ
のものも見直しが必要となるだろ
う。

＊　　　＊
　本連載開始以降，クライアント
から本連載で取り上げた各テーマ
に関するご相談が増加しており，
日本という国あるいは日本企業の
モードチェンジが進んでいること
を実感している。日本型人事のブ
レイクスルーは個々の施策で済む
ものではない。日本型人事が意識
的にあるいは無意識的に見ようと
してこなかった人材群に改めて向
き合い，多様化や流動化を実現す
るための人材マネジメント方針・
施策群を統合的に再構築していく
ことが求められると考える。

おのたかし：人材・人事領域において，自動車・エネルギー・商社等の
グローバル大手企業からベンチャー企業まで幅広くプロジェクトを手が
ける。特に組織再編時のようなスピーディーで合理的な意思決定が求め
られる局面において，人事戦略調査・立案，要員・人件費計画策定，人事
制度設計等，幅広い人事・組織コンサルティングを展開。日本の長期的な
労働力減少に対して問題意識を持ち，シニア活用・ミドル活用・人材流
動化等の課題について研究やコンサルティングを展開するとともに，産
学連携にて人材流動化に関する研究会を開催。takono@tohmatsu.co.jp
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